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 株式会社 GREEN ACTION の株式取得による子会社化のお知らせ 

 

株式会社グリーンエナジー＆カンパニー（本社：徳島県松茂町／代表取締役：鈴江 崇文、

以下「当社」）は、以下のとおり、 株式会社 GREEN ACTION の株式を取得しましたの

で、お知らせいたします。 

 

１．株式取得の理由 

当社は、2009 年 4 月の創業以来、クリーンエネルギーおよびスマートホーム分野におい

て「新しい選択肢」を生み出すサービスを展開してまいりました。昨今、SDGs や ESG 投

資の機運が高まる中、「サステナブルな社会の実現」を経営の最上位概念に掲げ、日本にお

ける新たな「エネルギー供給」と「くらし」の仕組みづくりに挑戦しています。 

 

こうした中、当社は将来の再生可能エネルギー活用に不可欠となる系統用蓄電池を活用

した新たなエネルギーインフラの構築に取り組んでおり、その推進に向けて、株式会社クロ

ーバー・テクノロジーズ（以下「クローバー社」）と共同で系統用蓄電池事業に関する研究・

検討を行ってまいりました。 

 

この取り組みを実用段階へと進めるにあたり、クローバー社が系統用蓄電池関連事業の

展開を目的として設立した株式会社 GREEN ACTION（以下「GREEN ACTION」）に対し、

当社はまず第三者割当増資を引き受ける形で新株式を取得したのち、今回追加でクローバ

ー社が保有する既存株式の一部を譲り受けることで、同社を当社の連結子会社といたしま

した。 

 

GREEN ACTION では事業開始に向けて、クローバー社より系統用蓄電池の制御装置、



基幹システム、アグリゲーション事業に関する技術および関連資産が移管されており、当社

からも同様の関連資産の移管を進めております。これにより、両社の技術とノウハウを結集

し、事業の早期立ち上げと展開を加速してまいります。 

 

まずは、系統用蓄電池の制御装置、基幹システムの開発を皮切りに、再生可能エネルギー

の安定供給と効率的な利活用を推進してまいります。本取り組みは、当社が目指す分散型エ

ネルギー社会の実現に向けた基盤構築の第一歩であり、将来的にはエネルギー供給の多様

化や地域コミュニティの自立支援といった中長期的な展開へとつながるものです。 

 

本出資を通じて、技術と事業基盤の融合を図り、GREEN ACTION を起点とした新たな

エネルギーインフラの創出に向けて、引き続き挑戦を続けてまいります。 

 

２．異動する子会社（株式会社 GREEN ACTION）の概要 

名称 株式会社 GREEN ACTION 

所在地 大阪市西区新町一丁目５番７号 

代表者の役職・氏名 代表取締役 淺岡 保裕 

事業内容 再生可能エネルギー事業に係る機器・ソフトウェアの開発 

資本金 1,000 万円 

設立年月日 2025 年１月 10 日 

大株主及び持株比率 株式会社クローバー・テクノロジーズ 100% 

上場会社と当該会社の関係 

資本関係：特記すべき資本関係はありません 

人的関係：特記すべき人的関係はありません 

取引関係：特記すべき人的関係はありません 

※ 当該会社の最近の経営成績及び財政状態については設立初年度のためございません。 

 

３．クローバー社の概要 

名称 株式会社クローバー・テクノロジーズ 

所在地 大阪市西区新町一丁目５番７号 

代表者役職・氏名 代表取締役社長 淺岡 佑珠広 

事業内容 再生可能エネルギー関連事業 

資本金 2,000 万円 

設立年月日 2016 年 4 月 28 日 

上場会社と当該会社の関係 

資本関係：特記すべき資本関係はありません 

人的関係：特記すべき人的関係はありません 

取引関係：電力会社への申請業務の一部を委託しおりますが、 

年間取引金額は連結売上高に対して軽微です 



４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

異動前の所有株式数 0 株 

出資株式数 10 万株 

取得株式数 2 千株 

出資総額 1,020 万円 

異動後の所有株式数 10 万 2 千株（議決権所有割合：51％） 

 

５．日 程 

契約締結日 2025 年 4 月 1 日 

出資/取得実行日 2025 年 4 月 1 日 

 

６．今後の見通し 

現段階では、GREEN ACTION へ移管を進めている資産の総額も少額であり、業績への影

響は軽微と見込んでおります。必要に応じて、速やかに追加の情報を開示いたします。 

 

 以上 


